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国内初のSDGs支援スキーム

 一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構

－ 企業の脱炭素設備導入サポートから、導入後の政策効果(CO2削減量)報告までの脱炭素統合プログラム －



初期費用ゼロで、初年度から電力料金コストを削減。企業のSDGs経営をサポートする「Roof Plus」
✓ Roof Plusは、あいおいニッセイ同和損保と、再エネ普及団体 一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構
     CO2削減量の認証機関 スマートエナジーが共同開発したSDGs経営支援のための統合プログラムです。

中小企業に特化した電力高騰化対策1.国内初のSDGsサービス

■株式会社スマートエナジー 代表取締役：大串 卓矢
■事業内容：太陽光、風力等再生可能エネルギー発電システムの企画、設計、施工、管理、保守、環境ファンド

への出資募集、排出量制度の調査・コンサルティング、事業支援
■役 割   :CO2排出削減量の定期報告、認証サービス

■一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構 代表理事：境内 行仁
■事業内容：地域脱炭素推進事業、再生可能エネルギー、金融、保険スキームの企画、開発、運営支援
■役 割 :Roof Plusの企画、開発・運営支援

■あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 代表取締役：新納 啓介
■事業内容：1918年6月30日設立 損害保険事業
■役 割      : Roof Plusを活用したCSV×DX 展開支援



経営者が直面する課題
✓ 多くの企業経営者は、環境投資を「コスト増」と認識し、再エネ導入に消極的です。
✓ 再エネ導入に伴う経済性評価を行う専門部門がなく、信頼できる第三者評価の不足が導入判断の障壁となっています。
✓ 既存の取引先や経営者ネットワーク以外からの情報に対する不信感が根強く、脱炭素化に向けた設備投資が進まないのが現状です。

環境投資に際して直面する課題

企業 経営者の声

✓FIT太陽光の儲け話は聞いたことがあるが・・・
✓飛びこみ営業への不信感
✓環境投資は「コスト増」
✓そもそも再エネ導入に意義を感じていない
✓また導入を検討できる担当者不在
✓信頼できる第三者評価があればいいが・・

中小企業経営者ヒアリング

地域脱炭素社会の実現にむけて

初期投資負担ゼロで、電力料金を削減

2.環境は単なるコストか



電力高騰化対策の必要性 -PPAスキームの活用-

電力料金は今後も高くなる可能性が高い
✓ 大手企業の多くはPPA(電力売買契約※1)を利用して、初期投資の負担なく、初年度から電力料金削減メリットを享受して
います。

3.企業がおかれている現状

※1.PPAとは「Power Purchase Agreement」の略称で、「電力購入契約」と訳されます。電力の需要家（企業や自治体、自宅など）が所有する建物の屋根や遊休地を
PPA事業者に貸し、そこに太陽光発電設備を設置して再生可能エネルギー電気を調達するシステムです。



企業の信用力による制約
✓自家消費型太陽光の普及にはPPA(Power Purchase Agreement)が主力スキームとされています。
✓一方、多くの中小企業が、導入規模や信用に左右されPPA事業者の審査にとおらないのが現状です。
✓PPAの審査基準から、再エネ設備を導入して電力高騰化対策を意欲があっても金融的な後押しが得られない大きな障壁に
なっています。

中小企業の90%以上

自家消費型太陽光をPPA導入できない。

(1). 信用ランク別企業数比較 (2).PPA会社の課題

PPAスキームの課題 - 企業の信用力 -

✓ 出所: RDo 調査 近畿圏約3000社(業務用、産業用需要家)

2021年～

一般社団法人
日本再生可能エネルギー地域資源開発機構(RDo)

4.PPAの審査制限



※ 中小企業専用 Roof Plusの効果実証 (2023年6月～9月)

太陽光発電協会（JPEA）は、太陽光発電の普及を通じて脱炭素社会の実現を目指し、政策提言や技術情報の提供を行っている。特に、中小企業に
おける資金調達の壁が太陽光発電導入の大きな障害となっている点に着目し、この課題を解決する手段としてRoof Plusのスキームを推奨している。
これにより、業界全体でscope 3対応とサプライチェーンの脱炭素化に向けた実効的な進展を促進している。

信用や規模に左右されない新しい取組
✓PPA審査で対象外とされた300社の8割以上が、Roof Plusの活用で内定含む導入ステージにすすんでいます。
✓Roof Plusは、PPAのメリットを踏襲し、デメリット(信用や規模に左右される)を補完し、PPAにない付加価値を備えた
国内初の自家消費型太陽光の導入スキームです。

5.選択肢拡大 電気料金削減モデル 新たな選択肢 - Roof Plus -



Roof Plusは自家消費型太陽光を15年分割で導入する国内初のスキーム
✓資産計上型の取り組みですので、中小企業経営強化税制(100%即時償却 or 10%税額控除)の適用で、PPA(第三者保有型)
よりも大きなキュッシュフロー改善効果を期待できます。

6.導入スキーム比較 PPAに代わる選択肢 – Roof Plus -  



7.地域脱炭素への貢献 自治体と連携して、地域脱炭素活動を推進  

出所:兵庫県 ホームページ 出所:大阪府 ホームページ

✓自治体が推進する地域脱炭素活動の有力手法としてRoof Plusは自治体ホームページに掲載されています。



企業のメリット



Roof Plusのコスト構成
✓ Roof Plus(分割払い)支出のほか、固定資産税、動産総合保険、常時遠隔監視、

CO2削減量の定期報告、認証サービス、パネル・パワコンの瑕疵保証サービス、
税額控除まで含めたトータルコストから、電気料金相当額を算定

事例:導入前電気代19.09円/kWh

13.58円/kWh
・製造業 導入事例 : PV 108.9kW PC 70kW
 ・20年間 電力単価換算
 ・Roof Plus 構成コスト÷20年間の発電消費量

※構成コストは以下

含まれるコス構成

(割賦)

✓ ①.Roof Plus割賦機関は15年、②.固定資産税はお客さまが支払っていただきます。④.保険はお客様負担です。
(保険専門コンサルがご相談にのります。)、⑤.常時遠隔監視と、CO2削減量の認証報告はイニシャルコストに含
まれます。⑧.中小企業経営強化税制適用する場合、１００%即時償却または10%税額控除が適用されます。

Roof Plusの経済性①  -電力高騰化対策-8.電力料金の削減

出所:RDo発行 導入評価書サンプル



即時償却 または
10%税額控除

15年間の電気料金

一括償却 同等効果

Roof Plusは、「資産計上型の発電設備導入スキーム」
✓自家消費型太陽光を資産計上できますので中小企業経営強化税制適用者には、さらなるメリットが期待できます。

(中小企業経営強化税制)

9.キャツシュフロー改善 Roof Plusの経済性②  -節税対策-

出所:RDo発行 導入評価書サンプル



CO2削減量の月次報告

削減量の認証サービス
年次報告

脱炭素社会への貢献
✓Roof Plusは、公式認証機関によるCO2削減量の定期報告(20年)と、認証サービス(15年)が付加されており、
脱炭素社会実現への貢献や、サプライチェーン対策として企業の明確な脱炭素経営の姿勢を打ち出すことができます。

日本スマートエナジー認証機構（JSE） :温室効果ガス（GHG）の排出量の審査サービス
における国内でのパイオニア企業。最適な第三者審査サービスを提供します。

10.ローカルSDGs Roof Plusによる地域貢献③  -脱炭素経営-

出所:RDo発行 導入評価書サンプル

発行: 日本スマートエナジー認証機構



地域災害時
無償給電スポット

多様な価値観をもつ若者に企業のSDGsブランドを訴求
✓RDoは、Roof Plus設置企業に対して、地域の大規模災害時における携帯電話の無償給電ネットワークへの参画を推奨しています。
✓災害時に備えて簡易トイレの設置や、水の保管なとSDGs経営を実践される企業をRDoホームページで公開しSDGsブランドを構築
するとともに、若者へのブランド訴求を支援します。

①.地域共生(Roof Plus社会還元プログラム)

若者の価値観の変化

②.民間防災拠点ネットワークへの参加推奨

③.SDGs 経営の実践

④.SDGs経営企業ブランド

地域SDGsドミノ展開
 (RDo HP公開)

Roof Plus社会還元プログラムとは

✓ 電力高騰化対策
✓ 地域脱炭素への貢献
✓ SDGs経営の実践支援・公開
✓ SDGsブランド向上(人材採用効果)

11.人材採用 SDGsブランド構築④ -地域共生-



再エネ導入評価書

  本経済性評価では、高圧電力料金および燃料費調整費用の将来予測を行い、需要家が直面しうる電力料金 上昇リスクを
 評価しました。過去の実績と比較し、楽観的な前提条件に基づく電力上昇率を提示することで 将来の最悪のシナリオに
備える重要性を示しています。本評価書は、需要家が電力料金の将来予測に対する理解を深め、適切な対策を講じるための 
基礎情報を提供することを目的としています。

一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構による



EPCの提案書を多角的な視点から評価
✓RDoは、EPC作成の発電シミュレーションのみならず、ファイナンス、節税効果、電力上昇率など多角的な視点から事業性を評価します。
✓これにより、設備導入の経済性とリスク量を客観的な数値で示し、企業が安心して投資判断を行えるようサポートします。

12.多角的な導入評価① 一般社団法人RDo による「導入評価書」発行



SDGs経営にむけた地域貢献指標を評価
✓取締役会参考資料として、3つの指標(経済性、脱炭素貢献、地域共生)で自家消費型太陽光設備導入の合理性を評価します。
✓また、電力料金の将来予測に対する理解を深め、適切な対策を講じることを推奨します。

➢ 経済性の評価
➢ 脱炭素社会への貢献評価
➢ 地域共生への貢献評価

13.多角的な導入評価② SDGs経営を支援する「導入評価書」提供



電力料金削減の可能性 事業性調査について
✓RDoは、自治体、商工会議所、または地域の地球温暖化対策推進センターと連携して地域脱炭素活動を行っています。
✓ 「導入評価書」の無償発行をご希望の企業は、前述の地域脱炭素推進窓口団体経由でお申込みください。

14.多角的な導入評価③ 電力削減の可能性調査 -「導入評価書」発行依頼-



Roof Plusによる課題解決

1. 電力コスト削減と安定化
Roof Plusは、初期投資ゼロで自給自足型の太陽光発電システムを導入するため、電力の
自家消費によるコスト削減を実現します。電力を自社内で賄うことで価格変動リスクも軽減
し、長期的な経済的メリットを得ることができます。

2. 脱炭素化の促進と持続可能な経営支援
初期投資が不要なため、中小企業でも導入しやすく、脱炭素社会への移行がスムーズに
進められます。再エネ活用によるCO₂排出削減に貢献することで、環境配慮型の企業として

の社会的信用を高め、持続可能な経営の基盤を強化します。

3. DX・GX推進の支援
Roof Plusは、エネルギーのデジタル管理を通じて、効率的なエネルギー利用を実現します。
企業が自社エネルギーの利用状況をデータとして把握することで、DXの促進とGX対応が
進み、エネルギー効率の最適化を図ることができます。

4. 包括的な導入評価
RDoは、太陽光発電シミュレーションや将来の電力価格上昇率予測を基に、15年の分割払
いを前提とした総合的な導入評価書を提供します。中小企業経営強化税制適用企業に対し
ては、税務効果を加味したキャッシュフロー評価も行い、設備導入による実質的な経済効果
を最大化するサポートを提供します。

5. CO2削減量の報告(地域脱炭素貢献)
Roof Plus導入企業の温室効果ガス削減効果は、認証機関が計測し、集計した削減効果
を企業に毎月報告します。地域脱炭素活動への貢献度合いを強く打ち出せます。

6. SDGsブランドの構築(人材採用につなげる経営姿勢のPR)
Roof Plus社会還元プログラムへの参画を推奨します。協賛企業はRDoホームぺージを
通じて企業のSDGs貢献ブランドを地域に訴求します。

15.まとめ Roof Plus導入効果
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